アメリカ製造物責任法における「欠陥」概念の変遷 by ヤンエーム ノパラック
アメリカ製造物責任法における「欠陥」概念の変遷
Nopparak YANGIAM＊
Summary
Strict product liability in torts was first introduced by the decision in Greenman v. Yuba Power Products, 
Inc. in 1963. Since then, the concept of “defect” as the main basis of liability has been a subject of great de-
bate among American courts and scholars. This eventually led to the re-conceptualization of “defect” and 
the diminishment of classic strict liability. This article observes the historical development of “liability”, in 
the American system, from its roots in contract and tort, to the transition into “defect” in the Restatement 
(Second） of Torts § 402A. An examination on the Restatement (Third） of Torts: Product Liability identi-
fies that strict liability from Greenman still holds sway in manufacturing defect cases, but negligence has 
regained recognition in design and warning cases. This paper then briefly analyzes the factors that led 
courts to impose different tests for strict liability, and identifies the trends in each era of American product 
liability. The paper concludes by pointing out some issues in modern American product liability that de-
serve further research.  
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終わりにかえて ―今後の議論の行方―
は じ め に
日本における製造物責任法は，1994年に，民法
の特別法としてはじめて制定された法律である．
それまで日本では，製造物事故が発生した場合，
訴訟上，製造業者の注意義務を高度化したり，過
失の立証責任を軽減したりする解釈論によって，
被害者救済をする努力が図られてきたが，すべて
の事件において適切な被害者救済がなされたとは
いえず，また，訴訟が長期化するなどの問題点も
存していた．そこで，特に1970年代以降，特別法
制定に対する気運が高まり，1994年になり，やっ
とそれが立法へと結実する．
ところで，本法が制定されてから約20年間の歳
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月が経つが，その間の議論の状況はどのように
なっているだろうか．概ね業界別の対応や消費者
保護という観点に集中し，本法の責任根拠や伝統
法との関連性といった基礎理論の研究は，日本国
内においてはそれほど活発になされていないよう
に見える．特に，製造物責任法は，製造業者に対
して一種の「無過失責任」を課したものであると
の考え方が定着を見せており，そこに疑問を呈す
るものは多くない． 1）しかしそれは，疑いの余地の
ないことであろうか．20年が経過した今，再度検
証をする必要があるのではなかろうか．
製造物責任法 2 条 2 項は，欠陥の判断要素とし
て，「製造物の特性，使用状態，製造物を引き渡し
た時期，その他の当該製造物に係かる事情」とい
う枠組みを挙げ，これらの要素が考慮された上で
「当該製造物が通常有すべき安全性を欠いている」
ということを「欠陥」として位置づけている．し
かし，このような抽象的な欠陥概念しか設けてい
ないことに起因して，欠陥の有無の判断は，立法
後の判例・学説における解釈論に委ねられること
となる 2）が，その解釈論の可能性は，非常に広範
なものとなる可能性がある．実際，今まで蓄積さ
れてきた裁判例においては，欠陥の判断について，
統一的な解釈が展開されてきたとは言い難く，む
しろ，ケース・バイ・ケースの処理がなされてき
た感がある．例えば，特定の素材が使われている
製品の設計が新たな危険性を生み出してしまった
場合に，予想できる使用状態，現存している製品
の有用性，より安全な素材を使う実現可能性を欠
陥の判断要素として考慮した裁判例がある（仙台
地判平成13年 4 月26日判時1754号138頁）一方，技
術上の実現可能性や製品の有用性を考慮しない
で，被害者が希望した抽象的な設計のみで欠陥を
認定する裁判例もある（名古屋高判平成23年10月
13日判タ1364号248頁）．また，使用における製品
の危険性に関する警告の必要性が問題となった事
例において，使用者の能力，予見できる使用状態
を考慮し，適切な警告が表示されていないことを
欠陥の判断基準とした裁判例がある（奈良地判平
成15年10月 8 日判時1840号49頁）一方，使用者の
能力や予見できる使用状態を考慮しない裁判例も
ある（福山地判平成17年12月20日Lexis判例速報 7
号49頁）．このような判断枠組みのばらつきは，法
の安定性を害するおそれがある．
また，このような状況は，製造者に実現できな
い設計や異常な使用方法に関する警告まで要求
し，製造者が過剰な責任を負わせられる状況にな
る危険性を孕んでいる．確かに，製造物責任法は，
過失責任主義とは異なる理念（いわゆる無過失責
任主義）に基づいて成り立っているが，無過失責
任は，事故の結果のみで加害者に責任を負わせる
絶対責任ではない．そもそも，無過失責任という
法理自体は，危険な活動をする者（特に企業）に
その活動から生じるリスクを公平に分配させる法
理であるが，活動によって生じるすべての結果に
よって企業にその結果責任を負わせたら，経済・
産業発展を妨害するおそれがあるので妥当ではな
い．無過失責任は，過失責任より「厳格」だといっ
ても，結果以外の責任根拠が必要ではなかろう
か．この点については，製造物責任法が立法され
る以前から学説によって支持されてきたところで
ある． 3）しかし，前述の裁判例のように，明確な欠
陥の判断基準がないままで欠陥判断がなされてし
まうと，場合によっては，絶対責任と変わらない
判断がなされる可能性も十分に指摘し得る．この
ような点においても，日本の製造物責任法上にお
ける「無過失責任」の意味を再検討するとともに，
適切に欠陥を判断するための安定な基準を作るこ
とは，今後の日本の製造物責任法の課題ではない
かと考える．
以上のような問題意識のもと，筆者はその検証
作業の第一段階として，本稿において，製造物責
任法の長い歴史を持つアメリカ法の歴史的な分析
を行いたい．まず，製造物事故の法的処理として，
伝統法理である契約責任上の保証責任と不法行為
責任上の過失責任から出発したアメリカ法に，無
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過失責任が誕生するまでの経緯を分析する（Ⅰ～
Ⅲ1.）．また，全国統一的な法典がないアメリカ法
の全体の傾向を探るために，不法行為法リステイ
トメントの検証を行う．さらに，厳格責任（無過
失責任）を認めた「第 2 次不法行為法リステイト
メント」の402A条における製造物責任法の欠陥判
断基準（Ⅲ2.），そして，同条に生じた適用上の問
題（Ⅳ，Ⅴ）から発展的に修正を遂げた「第 3 次
不法行為法リステイトメント製造物責任法」（以
下，「第 3 次不法行為法リステイトメント」）を取
り上げる（Ⅵ）ことによって，製造物責任法理が，
どのような変容と遂げたのかを確認し，若干の分
析を試みる（Ⅶ）．
Ⅰ　責任の根拠としての「契約上の保証責任」
1 ．アメリカ法における保証責任の原則
アメリカ法において無過失責任の法理が登場す
る以前，危険を有する製造物から生じた損害にお
いて被害者を救済する根拠は，不法行為上の過失
責任（後述 2 ．）のほか，商法上の契約責任に求め
られていた．
商法上の契約責任とは，商人の間に行われる売
買契約に基づく保証（warranty）である． 4）すなわ
ち，売主が買主に対し，表示やモデル商品と同じ
ような物を引き渡すと約束した契約関係に基づ
き，渡された商品が約束通りの品質がない事実が
ある場合，売主の過失を問わず保証責任を負うと
いうものである．保証責任は，「明示の保証（ex-
press warranty）」と「黙示的保証（implied war-
ranty）」の 2 つの種類がある．明示の保証は，当
事者が契約を締結する際，売主は買主に対して，
契約によってどのような内容で製造物の機能や品
質を示したかが問われる一方，黙示的保証は，契
約において売主の保証事項が明確に示されていな
いにも拘らず，事業として売買を営む売主が保証
責任を負う法定責任である．
ところで，当初のアメリカの裁判所は，保証責
任を，契約責任に基づく財産的な損害保証とする
ことを前提として，請求権者は契約関係を持つ者
であり，また，損害範囲は瑕疵が内在する物自体
に限定するとの考え方に基づいていた． 5）そのた
め，保証責任の法理は，拡大損害を扱う製造物責
任事件に直ちに適用する法理ではなかった．しか
し時の経過とともに，契約関係の要件が徐々に裁
判の解釈によって緩和されることとなる．その経
緯は以下のとおりである．
⑴　明示の保証
明示の保証は，売買契約の基本的な保証であ
る．約束や説明書，または商品見本を提供する行
為が製品の性質に関する契約の重要な項目とな
り，明示の保証に当たる．原則として，形式（書
面，口頭等）及び言葉使いの制限がない．ただし，
契約責任であるため，被害者が保証責任を追及し
得るためには，当事者間に契約関係が必要である
と解されていた（以下，「契約関係ルール」と記
す）．しかし，アメリカの裁判所は，食品等，例外
的に人体内に取り込む形で消費を予定している製
品から生じた人体の被害の場合，他の欠陥製品と
異なり，古くから例外的に契約関係ルールを排除
する法理を広く受け入れる傾向を示した．
そもそも，英米法において食品が契約関係ルー
ルの排除対象になり，重い責任を認めやすい背景
は，欠陥食品の製造者に責任を負わせる法律が，
刑法の形で伝統的なイギリス法理に存在していた
ことに由来する． 6）また，アメリカにおいても，19
世紀のおわりから20世紀の初期にかけて食品異物
混入事件が多発するようになり，国民の警戒心が
高まる中，裁判所が，イギリスの伝統を引き継ぎ，
食品を提供する者に対し，契約関係の有無に拘ら
ず，重い責任を負わせる伝統的な考えがあった． 7）
そして，当時の社会的な要求に合わせ，契約法の
解釈によって，契約関係ルールを緩和する動きが
見られた． 8）
他方，他の製品類型においては，買主に対する
製造業者の契約責任を認めたわけではなかった
（すなわち，製品の種類によって法的取扱いが分け
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られていた）が，その後，さらなる解釈上の緩和
が進むこととなる．販売製品の多様性が増してく
ると，裁判所は，石鹸，化粧品，髪染めなど，い
わゆる「親密な人体用」（intimate bodily use）で，
体内に被害を加える危険を持つ商品にも，契約責
任を認めるようになり，さらに，その後，一般的
な製品へも広がりを見せることとなる．特に，
1932年の Baxter v. Ford Motor Co.判決  9）をきっか
けとして，製造者の不実表示に対し，製造者に最
終的な被害者に対する責任を認める動きが広が
る．同事件は，原告は，被告ディーラーの元から
被告製造者が製造した自動車を購入したが，被告
は原告に対し，「自動車に付いているフロントガラ
スが衝撃を受けても，粉々にならない」と表示し
たにも拘らず，被告が運転中，フロントガラスに
小石が当り，ガラスの破片が原告の左目に入り，
失明したというものである．その際，裁判所は，
商法の伝統的な「買手危険負担」（caveat emptor）
の法理に言及したうえで，買主は商品を購入した
際，注意して物を引き取る自己責任があるが，裁
判所は，現代の経済構造や多様な取引方法を照ら
して，ラジオや看板や書類で消費者の動機を左右
する手段が多く存在しているので，最終的な消費
者と契約責任がなくても，製造者に不実表示で責
任を負わせても，不当ではないと判示した．
⑵　黙示的保証
Baxter判決に見られるように，アメリカの裁判
所は，需要がある新しい製品の類型についても被
害の契約関係ルールを緩和し，被害者救済を試み
たが，それだけでは十分ではなかった．特に，契
約において明示的に保証が示されていなかった場
合には，同法理の適用には問題があった．そこで
さらに，法定責任としての黙示的保証法理を採用
することとなる．
黙示的保証とは，売主はすべての保証項目を明
確に契約内容に明示しなくても，その売主は営利
のためにその売買物を販売する商売を営む者な
ら，法定責任として最終の買主に対し，欠陥製品
から生じた損害賠償責任を負わせるという保証で
ある．本保証責任は，明示の保証責任とは異なり，
売買契約当事者の意思によって形成される義務で
はなく，商法の規定に基づいて特別に商人の資格
を有する者に対し課される義務である．商売のモ
ラルに合わせ，伝統的な「買手危険負担」を例外
的に緩和する． 10）すなわち，黙示的保証は，過去
の判例から形成されてきたコモン・ローや伝統的
な法理の隙間を修正するため，公共政策の一環と
して法典によって生み出された法定責任と位置づ
けることができる．
黙示的保証は，1960年に制定された統一商事法
典（U. C. C.）の 2-314条と 2-315条に規定されて
いる．本法の規定に基づいて，売買目的物の「商
品性（merchantability）」と「特定目的のための適
合性（fitness for particular purpose）」の 2 種類に
ついて，売主には黙示的保証の義務が課されるこ
ととなった． 11）この「商品性」と「特定目的のため
の適合性」の黙示的保証は重なっている部分があ
るが，生じた商品の欠陥の状況によって完全に重
なるわけではない．「商品性」は商品の平均的な品
質，市場に売られている同類の商品の持つべき品
質，及びその商品の一般的な使用法においての相
応しい品質を示している．これに対し，「特定目的
のための適合性」は，特殊な機能（例えば，空気
がないタイヤはタイヤとしての一般的な機能を果
たさないので，「商品性」が欠けているが，雪道用
のタイヤの場合は，空気が入っていて商品性を
持っていたとしても，雪道で走ることができなけ
れば「特定目的のための適合性」がない）を意味
しているので，それが欠ければ，売主は買主に対
して，黙示的保証責任を負わなければならない． 12）
ところで，黙示的保証の責任は契約当事者の意
思を問わないが，やはり契約責任であるため，紛
争当事者間の契約関係の不存在は，各州法におい
て被告にとっての有力な反論となった．しかし，
統一商事法典の制定に伴い，契約関係を持つ買主
だけではなく，欠陥商品を使用する事が予見され
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た買主の家族や訪問者も損害賠償の対象になり，
黙示的保証による損害賠償請求権が伝統的な契約
責任より大幅に拡大された． 13）更に，黙示的保証
による契約関係ルールの緩和の対象商品は，食品
だけに限らず，1960年Henningsen v. Bloomfield Mo-
tors, Inc.判決 14）を端緒とし，自動車や一般商品の
類型まで広く及んだ．同判決は，原告の妻が運転
している間，異常な音が発生し，自動車が急に回
転し，道路に置かれた標識に衝突し，原告が重傷
を負った事件に関し，裁判所は，危険な自動車は
他の危険な食品等と変わらないとして，当事者の
契約関係を問わずに製造者の責任を認めた．さら
に，消費者の企業に対する交渉力の不足を理由と
して約款に込められた製造者の免責事由を無効と
した．
⑶　契約責任（保証）構成の限界
このように，アメリカの裁判所は，公共政策を
考慮した上で契約関係ルールを緩和し，被害者救
済を図った．消費者にとって不法行為上の無過失
責任が登場するまで最も有力な請求だと言える．
しかし，時の流れの中で徐々に，学説上，以下の
ような当該構成の限界を根拠に，保証責任が消費
者を救済する手段として相応しくないという見解
も有力に主張されるようになった．
まず，保証内容の立証の困難性からの指摘があ
る．特に明示の保証を根拠とする場合，Baxter判
決にも見られるように，被害者は，製造者に責任
を負わせるために，自分には欠陥商品を扱う特別
な知識がないこと，及び製造者の表示が被害者に
その製品を購入させた要因であるという事実を証
明しなければならない．しかし，その事実を立証
することは，必ずしも容易ではない．例えば，あ
るパン製造者が「当社は，純粋な材料と高い製造
技術を使って，栄養豊富で健康的なパンを顧客に
提供する」旨の宣言を明確に表示していたとす
る．では，人間のつめがパンの中から発見される
事件が生じた場合，明示の保証の内容によってそ
れがカバーできるかどうかという問題が浮上す
る． 15）また，消費者が特定のブランドを選択した
場合，その選択が製造者の明示の保証によったと
いい切れるものばかりでもない． 16）そのため，保
証責任は，無過失責任とはいえ，明示の保証の条
件を立証しなければならないのだとすれば，必ず
しも被害者にとって有利な法理とはいえない．
また，告知の期限の問題もある．被害者が，保
証責任として製造者に損害賠償を請求する場合，
統一商事法典の規定の下では，買主は売主に対
し，相当な期間内に告知しなければならない． 17）
しかし，一般の消費者は弁護士からの助言がなけ
れば，自分に告知する義務があるということが分
かるとは考えにくい．さらに「相当な期間内」を
判断する基準について，被害者の誠実さや，身体
的な被害，各州の裁判所の解釈方法は明確とは言
えない． 18）
また，契約上で免責条項が設けられた場合の問
題もある．すなわち，商品が製造者から最終的な
消費者まで流通する間において，製造者と各販売
者の責任を遮断するために，契約上で，特定の機
能や事故の類型を保証しないという免責条項が設
けられた場合の問題である．勿論，Henningsen判
決のように，免責条項を無効とすることも十分に
あり得るが，常に無効と評価される保障はない．
取引約款が複雑になり，書面の消費者が読みづら
いところに記載されたり，法律用語を使ったり，
消費者自身の解釈が企業と一致しなかったりする
ことが頻繁に起こる社会的局面においては，特に
問題である．消費者はすべての契約事項をチェッ
クする能力がない．
更に，請求者の対象の問題もある．裁判所は，
例外として契約関係ルールを除外して，法定責任
に基づく黙示的保証という構成まで辿りつくが，
そもそも，この法技術は，半ば強引にU. C. Cの規
定を解釈したという側面は否めず，商人間の取引
の場合のみを想定しているU. C. Cの性質に必ず
しも合致しない．当事者の契約関係を問わずに一
般消費者に起きた製品事故の場面でもU. C. C.を
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適用することにより，商法という意義自体が乏し
くなり，適用の領域を不明確にさせるおそれがあ
る．そのため，請求者の対象を拡大させる規定は，
そもそもU. C. C.にあるべき規定とはいえない．現
在の統一商事法典のモデルになった1906年のUni-
form Sales Actの立法趣旨を見ても，商取引の場面
しか想定されておらず，契約当事者以外の者まで
製造者に責任を負わせるのにかなり消極的であっ
た． 19）現行法 2-318 20）によれば， 3 つの選択があ
り，各州が州内の判例法に合わせ，保証責任の請
求者の範囲を選択できることとなっているが，保
証責任が契約責任であることは変わらない．この
ようにして，保証は当初の製造物責任訴訟におい
て，被害者の救済のために，無過失責任の効果を
作り出せたが，保証責任は未だ契約責任なので，
必ずしも事件当事者に合意によって生じられない
「事故」による損害賠償を処理することができな
い．事故というのは，偶発的な出来事であり，製
品の欠陥による事故の内容も多様になり，「約束
通りに品質がない」という類型ではないものも多
く登場する中，契約責任はその全てに耐えうる構
成とはいえない．
以上のようなことから，当事者の契約関係を問
わずに，加害者である製造者の過失のみが考慮さ
れる不法行為責任が，製造物責任法理の中で台頭
することとなる．
Ⅱ　不法行為上の過失責任
1 ．アメリカ法における過失責任の原則
現在において，不法行為責任の中核的な要件の
一つとして，「加害者の過失」があることは言うま
でもない．しかしそもそも，加害者の注意義務を
問う過失責任は，英米法において19世紀前半まで
個別な不法行為の根拠として形成されなかった．
そのような中，過失責任類似の法理が初めて登
場するのは，運送業者，宿屋，外科医，弁護士等
の責任が認められた16世紀からのイギリス判例で
ある． 21）これらの職を持つ者は，「public callings」
（公的な職業を持つ人）と呼ばれ，客に対して特別
な関係を持つため，自分の職業に要求される注意
の程度に従い行動しなければならないものとされ
た． 22）これに対して，public callingsではない被告
に対する責任については，契約に基づく特別な約
束がない限り，被告は責任を負わないものとされ
た．契約責任を持つ当事者の場合，その特別な関
係に基づき，public callingsの責任と同じように不
法行為責任を起訴するのはあり得る一方，他人同
士の場合，擬制的な解釈によって契約があるよう
に見える事例でない限り，不法行為として成立し
ない． 23）すなわち，不法行為を成立させるための
条件は：〔 1 〕侵害者の職業の公共性〔 2 〕〔 1 〕が
なければ，当事者の契約関係の有無であった．
これに対し，現代社会は，産業革命を伴う機械
の発展 ―特に破壊力が高い鉄道の発展― に
よって，事故の数や類型，または被害者の対象を
拡大させた． 24）被害者の身分は必ずしも「public 
callings」ではない．さらに，新しい類型の事件
は，偶然的に起こる「事故」が多くなってきた．
特別な身分かつ被害者との特別な関係を持たない
一般人でも他人に被害を加えるのは十分考えられ
る．そのため，英米の裁判所は，加害者の対象か
つ当事者間の契約関係を拡大し，19世紀前半で一
般的な過失責任を用いるようになった． 25）
ところで，人々の自由な行動を保証するために
は，予め行動の基準が決まらなければならないと
ころ，アメリカの不法行為制度においては，以下
のような過失責任の判断基準が設けられた． 26）
まず，拡大された被告の性質が考慮され，客観
的な合理的人間（reasonable person）基準が導入
された．合理的人間とは「一般市民」（ordinary 
citizen）の意味である．すなわち，過失責任は，
合理的人間の予見可能性に伴い，自分の行為に
よってどのくらいの被害を発生させるかというこ
とを知り，また知るべきかを前提にし，一般市民
が普通の生活をおくる際，予め自分にどのくらい
の注意義務を持つべきかという責任のルールであ
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他方，そのような合理的人間基準の他，加害者
に要求される注意義務の範囲を判断する際，経済
的な実現可能性も考慮しなければならない（危険
性対効用性（Risk-Utility）基準）．経済的な判断要
素 28）は，事故のリスクと事故防止のコストを比較
する過失の判定式であり， 29）この判定は，①被害
が生じる蓋然性 （probability），②被侵害利益の重
大さ（loss）③被害防止を果たすことによって犠
牲される利益（burden）を要素とし，①と②が③
を上回る場合，加害者の過失を認めることができ
るというものである．
以上の合理的人間基準と危険性対効用性基準
は，事例に応じて平行的に適用されるものであ
り，製造物責任事件の場合であっても，無過失責
任法理が登場する以前は，この二つの基準が過失
の有無の判断基準となっていた．
2 ．製造物責任事件における過失責任の適用
上記のように，アメリカの製造物責任の原点
は，契約責任上の保証責任であるが，製造者の過
失に基づき，製造物責任を不法行為事件として認
めた判決として，MacPherson v. Buick Motor Co. 
判決（1916年ニュー・ヨーク州高等裁判所） 30）が
有名である．本件の被告は自動車製造者であり，
別の製造者から木製のタイヤを購入して，自社に
おいて，自動車を組み立てた後，ディーラーに販
売していたが，原告がディーラーから自動車を購
入したところ，タイヤの欠陥によって運転中に車
体が崩壊し，原告が自動車から投げ出され，怪我
をしたという事件である．これに関し，本判決を
担当したCardozo判事は，前述の合理的人間基準
を適用し，事件当事者の契約関係を問わずに欠陥
自動車の製造者が最終的な安全な部品を検査する
義務があると認めた． 31）
そしてこのようなMacPherson判決をきっかけ
とし，アメリカの裁判所は，コモン・ローの解釈
を工夫しつつ，食品以外の製品における製造者の
過失責任を，不法行為法の下で認めるようになっ
た．
Ⅲ　不法行為上の無過失責任（厳格責任）と第 2
次不法行為法リステイトメント402A条
1 ．無過失責任（厳格責任）の登場
ただし，不法行為責任を積極的に用いる動きが
即座に広がったわけではないことには留意する必
要がある．不法行為責任を追及するためには「過
失」の立証が必要であるところ，製造者の過失の
内容や注意義務の範囲を被害者が立証すること
は，事故当事者の技術と知識の格差があるため必
ずしも容易なことではなかった．そこで，不法行
為上の無過失責任が登場する60年代までは，前述
Ⅰ1.⑶で示したような問題点があるにもかかわら
ず，被害者は，主張・立証責任の面からより有利
な，契約責任上の保証責任を求める向きもあっ
た．そのような中，不法行為上の無過失責任（厳
格責任：strict liability）が最適な制度ではないか
という主張が有力となった．
そもそも，英米法において厳格責任の法理は製
造物責任の法理が登場した以前から存在してい
た．製造物責任上の厳格責任が登場する前に，動
物による不法侵人，凶暴な家畜による被害，異常
な危険活動，生活妨害（nuisance），労働者被害補
償制度等の事件については，伝統的な不法行為の
下でも加害者が厳格責任で責任を負わせられる．
それらの厳格責任は，それぞれの独自的な正当化
事由がある． 32）要するに，家畜や異常な危険活動
による被害の場合，凶暴な家畜を所有すること，
または危険な活動は，一般的な生活の程度を超え
る異常なリスクを作り出した行動である．社会の
人々をその危険にさらす者は，注意を問わずに責
任を負わせるのは妥当である． 33）また，生活妨害
の場合，その妨害は，悪臭や振動など，加害者に
よる継続的な行為から発生されるものである．近
所である被害者は常に侵害されているため，その
行為自体は，故意による損害とほぼ等しく，正当
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化する余地がない．加害者に無過失で責任を負わ
せるのが妥当である． 34）最後に，労働者被害補償
制度は，機械による労災が多発する現代における
社会福祉として労働団体や国家によって特別に制
定された無過失責任の損害賠償制度である． 35）
このような中，一般的に不法行為上で無過失責
任を認めるきっかけとなったのはGreenman v. 
Yuba Power Products, Inc.判決（1963年カリフォル
ニア州最高裁判所）である． 36）原告が製造者の工
具を使用する際，部品から飛び出した片木によっ
て怪我した．原告は 5 ヵ月間の後，被告である販
売者と製造者に保証責任の不履行を告知し，保証
責任と過失責任に基づいて訴訟を起こした．裁判
所は，告知の遅延という保証責任の抗弁を全面的
に否定し，原告が製造者の注意義務を立証する責
任もなく，直接に無過失責任を認めた．本決の
Traynor判事は，付随意見において，製造者は企業
のコストとして，保険によってリスクを処理する
ことが一般消費者より実現させる力があるので，
企業が市場に欠陥商品を置く行為から生じる損害
を被害者に負担させるのは妥当ではないと不法行
為上の無過失責任の必要性を訴えた．
そして，学説上でも，Greenman判決が支持さ
れ，無過失を正当化する根拠が検討されるように
なった．特に，Prosser教授が述べられた無過失責
任の根拠は，その当時，最も有力な主張であった．
Prosser教授は，商人である企業が少数の人に生じ
た損害を多数の購入者に分配させることができる
公共政策の面，厳格責任による企業の改善を促す
インセンティブを与える効果，及び被害者の製造
者の過失立証責任の軽減という理由で無過失責任
の根拠を挙げた． 37）同教授によって提案された無
過失責任の根拠は，当時ではあまりに革命的な法
理であったため，濫訴や企業が商品事故のコスト
を商品の価格に負担させること，保険料の高騰な
どに対する懸念が指摘された． 38）しかし，これに
対してProsser教授は，製造物責任の根拠は「事
故」という事実ではなく，「欠陥」であるため，製
造者の製造物責任は，あらゆる場合に製品の使用
者の損害を賠償しなければならない保険者ではな
いとした．さらに，保険料と濫訴の問題について
の反論は補足的な論拠に過ぎず，問題の中心では
ないとし，むしろ，考慮しなければならないのは，
消費者を保護する公益上の必要性，製造者に対す
る消費者の信頼，過失責任及び保証責任の訴訟で
かかるコストなどであり，その点において無過失
責任には説得力があるではないかと主張した． 39）
2 ．第 2 次不法行為法リステイトメント402A条
その後，Prosser教授の理論がアメリカ各州の裁
判所に支持され，判例が積み重ねられる中，1965
年アメリカ法律協会が，第 2 次不法行為法リステ
イトメント402A条において製品の販売者の無過
失責任を認めることとなる．このリステイトメン
トは，判例と学説をまとめて判例法の適用を明確
化する目的に過ぎないが，多くの州の裁判所が
「助言」としてリステイトメントに述べられる法
理に従う傾向がみられるというものである．実際
に製造物責任法理についても，1966年の時点で無
過失責任法理を適用する州裁判所が過半数に及ぶ
こととなる． 40）
第 2 次不法行為法リステイトメント402A条によ
れば，製品を販売する者は，その製品が，使用者
もしくは消費者またはその財産に，不合理なほど
危険な（unreasonably dangerous）欠陥を伴う状
態 （defective condition）にあったときには，それ
によって最終的な使用者，消費者，またはその財
産に生じた損害について，責任を負わなければな
らないものとしている．さらに，製造者があらゆ
る可能な注意を払った場合でも，被害者との契約
関係がなくても，責任を負わなければならない． 41）
本条は，製造者の帰責性の条件が，「過失」の変
わりに製品の性質である「欠陥」になったという
点に特徴がある．すなわち，責任の根拠が，注意
義務のような製造者側の主観的な要因より，欠陥
という客観的な要因に移ったのである．そのよう
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な意味において，無過失責任が採用されたと言い
得る．
Ⅳ　第 2次不法行為法リステイトメント402A条
の問題点
第 2 次不法行為法リステイトメント402A条は，
法律実務に大きな影響を与えた．しかし制定後，
70年代から80年代の間に，当初は想定されていな
かった問題が出始めるようになった．そして学説
上でも，402A条の適用における問題点を指摘する
ようになった．その内容は，およそ以下のとおり
である．
1 ．消費者の期待テストの不適切さ
402A条における「欠陥の状態」や「不合理なほ
ど危険」を評価する基準は，リステイトメントに
おけるコメントgおよび i によって説明されてい
る．それによれば，製品の欠陥とは「最終消費者
によって考えられていないような状態」と「一般
的な通常の知識をもった者が考える程度を超える
ほどに危険」と述べられている． 42）消費者の期待
を前提にし，消費者の期待に達する安全性を持た
ない製品が欠陥製品であることを判定する「消費
者の期待テスト」と呼ばれている．
本テストの由来は，保証責任上の「売買物の商
品性」と「適合性」の黙示的保証上の責任（前述
Ⅰ1.⑵である．製造物責任上の無過失責任は不法
行為上の責任なのに，契約上の保証責任の判断基
準を引用しなければならない背景には，402A条が
制定された当時は，製造物責任上の厳格責任が導
入される初段階であったということが挙げられ
る．アメリカの裁判所は，適用の前例がない状態
の中，無過失責任の効果を作り出すために，長く
採用されてきた保証責任の基準を引用したのであ
る．その結果，消費者の期待テストは，契約関係
から生じる権利義務と類似しているようになっ
た． 43）要するに，本テストは，黙示的保証責任と
同様に「同類の商品の持つべき品質」または「製
造者が約束した特殊な機能」を持たない，購入者
の期待を裏切る欠陥状態を判断する基準である．
売主の通常の取引において期待できる品質を持つ
製品を買主に引き渡す義務が，このテストの基礎
になっている．本テストは，単純な無過失責任の
要素で製造者に責任を負わせる利点がある．しか
し，前述Ⅰ1.⑶に述べられているように，そもそ
も本テストの由来である保証責任は，「事故」を処
理する法理としては相応しくない．更に本テスト
の「消費者」という主体は，結局，一般的な消費
者の期待か当該の事故に陥った被害者の期待かど
うかは明確ではないため，本テストは，客観的な
基準を求めている不法行為の基準としても相応し
くない．
また，消費者が専門家である場合，専門家とし
ての期待はどこまで及ぶかも不明である．欠陥判
断は，この不明確さによって変動されやすい．設
計の危険性が容易に発見される製品，またその危
険性を適切に警告された被害者が製品の使用に
よって被害を受けても，本テストが適用されれ
ば，一切救済されない可能性がある．なぜなら，
彼らは危険を承知し，危険性は彼らの期待を超え
ていた訳ではない．しかし，もし製造者が低価格
でより安全設計を作る可能性があるにも関わら
ず，消費者自身の期待・能力のみを考慮するので
欠陥とは言えないと評価すると，それはおかしな
状態になってしまう恐れがある．逆に，消費者の
期待を未知な危険性まで広く拡大させる場合，製
品の有効性を問わずに欠陥だと判断されてしまう
可能性が十分考えられる． 44）
2 ．欠陥概念の類型化の必要性
次に，全ての類型の欠陥に，無過失責任が妥当
するのかという問題提起がなされた．そもそも，
製造物責任法は絶対責任ではないため，原告は未
だ製品に内在する欠陥を裁判所と陪審員に証明し
なければならない．そのような中で，製品からの
被害も多様的になり，また原告の主張も，製品そ
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のものに内在している欠陥に限定されず，製品の
「設計」や「警告」上の欠陥にまで及ぶようになっ
た．当初は，製品が設計図面から明らかに逸脱し
た設計上の欠陥があった事例であったため，図面
から逸脱した事実だけで製造者の責任を負わせる
ことができたが，その後，製品が明らかに意図さ
れた設計通りに作動し，かつ関連する安全規定も
逸脱した訳でもないのに，それでも設計自体に欠
陥があると主張する原告が多くなるようになった
のである． 45）
「製造上の欠陥」は，製造者が意図した安全性か
ら逸脱した製品の欠点を示している．更に，欠陥
の事実は，一つの製品にとどまる．この「意図さ
れていなかった」状態は，製造者の製品の組み立
て手法と検査における注意義務と関係がないた
め，製造者があらゆる注意義務を尽くしても生じ
る状態である．そのため，欠陥判断において陪審
員も製造者の行為に着目する必要はない．容易に
製造者の責任を認めることができる．
これに対し，「設計上の欠陥」と「警告上の欠
陥」は，製造者の意図及び採用された選択との関
連性が強い．欠陥の事実も個別の製品にとどまら
ない．製造者は，客が購入できる価格を最初的に
設定してから，製品を設計しなければならない．
そして，企業は価格を考慮しながら，ある設計か
ら得られる安全性と当該の設計から生じるリスク
を比較し，最大な安全性を持つ設計を採用する．
採用された設計で処理できない危険性がまだ残る
場合，製造者は製品の使用法と合わせて，消費者
に対して警告をしなければならない． 46）そのた
め，あらゆる事件において無過失責任で判断する
のは妥当ではなく，第 2 次不法行為法リステイメ
ント402A条の規定は，製造上の欠陥のみに適用す
べきであるとの見解が主張されるようになっ
た． 47）
更に，アメリカにおいて当初の製造物責任事件
の判決に使われている「欠陥」という言葉は，意
図されていなかった機械と産業の製品に内在して
いる欠陥，及び食品の汚染物という限定的な意味
を示していた．そして，402A条は，このような従
来の意味を引き継いだため，設計上の欠陥と警告
上の欠陥を問題にした事件に対しては必ずしも適
切ではない． 48）
3 ．州の裁判所の適用の矛盾
アメリカの各州の裁判所は，設計上の欠陥と警
告上の欠陥に対する無過失法理の適用の限界を認
識していない訳ではなかった．しかし，裁判所が
無過失責任と過失責任を区別するために，同じ州
の裁判所でも矛盾の基準を適用した． 49）
4 ．その他の問題（402A条の解釈上の問題）
まず，402A条における「欠陥」の定義に関し，
条文の中の「欠陥の状態」と「不合理なほど危険」
という文言の関連性が明確になっていないため，
解釈上の問題が起きるようになった．すなわち，
製品を判断する際，当時の裁判所と陪審員は「欠
陥の状態」と「不合理なほど危険」の関連性につ
いて，「及び」なのか「または」（and/or）なのか
で混乱していた．
これに関し，402A条のコメントによる説明を検
討すれば，この二つの文言を平行的に解釈しなけ
ればならないことが分かる．まず，「欠陥の状態」
という文言の意義は，製品の欠陥が「異常な」状
態でなければならないことを示している．402A条
のコメントgおよび h の説明によると「欠陥の状
態」とは，通常の使用，調理，消費によっては生
じない危険性を意味するものとしている．さら
に，「欠陥の状態」は，異物混入の状態，販売前の
腐敗な状態，不備な包装及びパッケージも示して
いる． 50）他方，「不合理なほど危険」という文言の
意義は，コメント i（ウィスキーと薬品の例が挙げ
られている）によれば，本来的な危険性と異なる
ことが示されている． 51）この二つの文言は，反復
な表現と例で説明されているが，「欠陥の状態」文
言を提案したProsser教授がある製品類型の全体
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に過剰的な責任を及ばないように，「不合理なほ
ど危険」をより一層明確にさせ，異常を示す「欠
陥の状態」という文言を入れたと推測することが
できる． 52）結局，「欠陥の状態」と「不合理なほど
危険」という文言は，併存的な意義を持ち，「製品
の通常的な有用性と使用方法を考慮せずに，製品
の本来的な危険または危険な状態のみで402A条
の危険製品として認定することができない」とい
う意義を強調している．
しかし実際には，この二つの文言の関連性を考
慮せずに，製品の本来的な危険性という事実だけ
で「欠陥の状態」を認定し，後者の文言が過失責
任上の合理的人間基準と類似しているという理由
で採用しない裁判所もあった． 53）
Ⅴ　第 2次・第 3次不法行為法リステイトメン
トの間に採用された欠陥判断基準
1 ．Wade教授による新たな枠組みの提示
前述のように，402A条の設計上の欠陥と警告上
の欠陥に対する限界が露呈すると，学説上から
も，「欠陥」に関する新たな判断枠組みを示す見解
が示されるようになった．特にWade教授は，402A
条の一括的な欠陥判断基準を否定し，次のような
欠陥の判断要因を挙げた． 54）
すなわち，製品の有用性とリスクを比較する 7
つの要素として，①製品の有用性と望ましさ：製
品の使用者と社会全体に与える有用性，②製品の
安全性：身体に対する被害が生じる可能性とその
被害の程度，③同じような有用性と安全性を持つ
代替製品の有無，④製品の有用性を後退させず，
また合理的な価格で製品の有用性を保ちながら，
危険な性質を排除する製造者の能力の有無，⑤使
用者の被害を回避するための注意を払う能力の有
無，⑥使用者が製品の本来的な危険性を予見す
る，被害を回避する可能性の有無．また，その予
見可能性は，危険性が広く知られている危険性で
あるかどうか，⑦製造者の価格設定の可能性と保
険加入の資力の有無，を提案した．
この 7 つの要素は，結局，過失判定のハンド判
定式（前述Ⅱ1.）と重ねることができる．すなわ
ち，製品に欠陥があることが認められたら，無く
なった製品の有用性や代替設計にかかるコストは
犠牲される利益と等しい．また製品の安全性，被
害の程度，被害者による危険性の予見可能性は，
ハンド公式の蓋然性 （probability）と非侵害利益
の重大さとして計算することができる． 55）
しかし，Wade教授が掲げる要素を，素直に「過
失責任」として捉える考え方は，第 3 次不法行為
法リステイトメント製造物責任の制定まで到来し
ていないことには留意する必要がある．Wade教
授の要素に影響を受けた各裁判所は，以下に述べ
るような独自的な欠陥の判断基準を採用したが，
それらの基準は，過失的な判断ではなく，無過失
責任の枠組みの中で展開されることとなる．
2 ．ハイブリット・テスト（Hybrid Test）
「ハイブリット・テスト」という基準を採用す
る判決があった．1978年カリフォルニア州最高裁
判所のBarker v. Lull Engineering Co.判決  56）であ
る．本判決は，原告の立証責任と欠陥判断基準に
ついて，①原告は，当該の製品が一般的な消費者
の期待と合理的に予見できる使用法の通りに機能
しなかったことを立証なければならないとしつ
つ，②原告が製品の設計と被害の間の相当因果関
係を立証することができれば，製造者は，関連す
る要素に基づいて，当該の設計の有効性が設計の
本来的なリスクを上回ることと反証しなければな
らないと述べた．本テストにおける①の条件は，
402A条の消費者の期待テストを採用している．し
かし，前述のとおり，消費者の期待には不明確な
ところがあるので，消費者は消費者の期待テスト
の元で常に製造者の責任を問うことができない．
そのため，②の要件をそのための受け皿とし，製
造者に設計の有用性とリスクを立証する責任を負
わせている．
本テストを採用する裁判所は，裁判所が原告に
YANGIAM：アメリカ製造物責任法における「欠陥」概念の変遷 171
対して製造者の「行為」に関する立証責任を問わ
ずに製品と事故間の因果関係のみで「無過失責
任」を果たしたが，実務上の運用からみると，設
計の有用性とリスクを示す証拠の大部分は，製造
者の下に置かれているため，むしろ，製造者の方
が有利な立場にある．そのため，裁判所は，受け
皿として②の要件を設けても，実務上の適用の意
義が乏しいものとされた． 57）
3 ．合理的な製造者テスト （Reasonably Pru-
dent Manufacturer Test）
また，「合理的な製造者テスト」という基準を打
ち立てる判決もあった．本テストは，「製造者に責
任を負わせるために，過失を問わずに，当該の製
品が有害な欠陥状態がなければならない．そし
て，有害な欠陥製品は，合理的な製造者であれば，
製品の有害な欠陥状態が知られたらその製品を流
通に置かないはずである製品である．…… 厳格責
任は，企業の（製品の有害性に関する）認識を推
定する．」ことを製造者の行為基準とするもので
ある． 58）先述Ⅴ1.を提案したWade教授を支持した
テストである． 59）
本テストにおける「合理的な製造者であれば，
製品の有害な欠陥状態が知られたらその製品を流
通に置かないはず」の部分だけを素直に適用すれ
ば，結局，過失上の合理的人間基準と変わりがな
い．製造者の責任の場面において言い換えれば，
製造者はその有害な性質を知りながら，敢えて製
品を流通に置く製造者は責任がある．過失責任の
場合，製造者の責任を負わせるために，原告は製
造者の予見可能性を立証しなければならない．結
局，製造者の「行為」を立証しなければならない
ことになる．
しかし，本テストが採用された当時，無過失責
任は，製造者の「行為」で責任を判断すべきでは
なく，製品の「危険な状態」で判断するという考
え方がまだ強い時代だった．本テストは，過失責
任と類似している文言を使っても，無過失責任と
一般的な過失と区別するために，製造者の「行為」
に関する考慮を一切除外し，原告による製造者の
注意義務に対する立証を要求せずに，訴訟時に明
らかになる製品の危険な状態から，製造者の予見
可能性を擬制的に推定される．
これに対し，本テストによれば，製造者が製造
時における製品の危険に対する予見可能性全てを
無視し，未知の危険性についても製造者の責任を
認めることになるため，結局Wade教授自身に提
案された要素が無意味になり，製造者による予見
不能の反証も許さない，絶対責任と繫がる． 60）絶
対責任は，「製造者は製品事故の保険者ではない」
という製造物責任の大原則を反しているし，公平
性の面でも妥当ではない． 61）
4 ．無過失責任主義の限界
このようなテストを通じ，各州最高裁判所は，
製造物責任法理に潜んでいる過失責任的な要素が
あるにも拘らず，製造者に立証責任を転換するこ
とによって「無過失責任」の構造を作りだし，当
時支配していた無過失責任主義との整合性を図る
努力をした．
しかし，80年代に入ってから，設計上と警告上
の欠陥が頻繁に訴訟で主張され，消費者保護の思
想を持つ裁判所が，製造者の責任を容易に認める
傾向が強くなった．企業が訴訟のリスクを備える
ために損害保険に加入しなければならない状態に
なり，更に，裁判所の中には統一的な判断基準が
存在しなかったため，訴訟の行方が予想できない
状態になり，企業が加入する保険料が異常な価格
まで高騰した．保険に加入できない企業は，一般
的な危険性しかない製品でも訴訟において責任を
問われるおそれがため，当該製品の製造を取り止
めるという現象も起こった．そして，このような
状況は，アメリカの産業界と世界に対する競争力
に深刻なダメージを与えることとなった． 62）
この現象からの反省を鑑み，被害者に有利なテ
ストを採用した裁判所は，その適用を撤回し始め
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た．そして，Wade教授が欠陥判断要素として提供
し た「リ ス ク 対 有 用 性 テ ス ト」（Risk-Utility 
Test）」を，より単純な解釈をもって活用するよう
になった．
Ⅵ　第 3次不法行為法リステイトメント
以上のような問題を抱える中，全米の裁判所に
指導する役割を果たしているアメリカ法律協会
が，Henderson教授及びTwerski教授により提示さ
れた試案のきっかけに，リステイトメントの改正
を訴えた． 63）そして，402A条の欠陥判断基準を含
め，製造物責任法理は1998年第 3 次不法行為法リ
ステイトメントの規定によって改正された．402A
条が改正された後，第 3 次不法行為法リステイト
メント 2 条《b》と《c》項における欠陥定義と判
断基準は， 64）包括的な無過失責任の適用に代え
て，過失責任的な判断要素が加えられた．
1 ．設計上の欠陥における欠陥判断基準
設計上の欠陥場合，製造者が「合理的な代替設
計を採用しなかった」と「代替設計を採用しな
かったことがその製品を合理的に安全なものにし
なかった」ことを原告が立証しなければならない．
本条における代替設計の不採用が設計上の欠陥
の根拠になる理由は，原告が当該製造者の設計に
欠陥があることを示すため，当然「望ましい」代
替設計と対照する作業が必要となってくる．原告
によって主張される設計による「合理的な安全
性」は，事故に遭った特定の被害者自身の安全性，
いわゆる原告に生じるリスクにのみならず，他の
一般的な消費者に生じるリスクも考慮しなければ
ならない．また，この設計を採用する際にかかる
コストと技術上の実現可能性との比較もしなけれ
ばならない．
なお，本リステイトメント 2 条コメントd 65）は，
代替設計の一般的考案について，「合理的な代替
設計というのは，製品自体の有用性を損しない
で，合理的な技術とコストで製品の危険を軽減さ
せる設計の事である」と示している．また，コメ
ントf  66）は，合理的な代替設計の不採用により，製
品が合理的な安全でないとされるか否かを決定す
る際に関連する諸要素について，「設計上の欠陥
を認定する要素は，事故のリスクと製品の有用性
が考慮される他，原告は，代替設計を採用する場
合に生じるコスト，および代替設計の寿命，修繕，
美的な外見等を立証しなければならない」と示し
ている．
本条による判断順位は，まず，原告によって提
案された代替設計について技術上の実現可能性が
あるか否かを検討しなければならない．実現可能
性は，従来の設計が産業界の「技術水準」に合致
していることかどうかが一つの要素であるが，決
定的なものではない．外部的な技術水準により原
告がより合理的な設計を実際に証明された場合，
産業界の水準が考慮されない．そして，提案され
た設計が技術上実現できると認定された後に，そ
れによってかかるコストと比較しなければならな
い．ここの「コスト」は，経済的コストのみを意
味する訳ではなく，犠牲にされた製品の有用性，
新しいリスクによって更なるかかる措置のコスト
も含まれている．
第 3 次リステイトメント 2 条に要求されている
「合理的な代替設計」の主張は，技術的な知識また
は法廷で専門家の供述を出せない被害者にとって
高いハードルだとみえるかもしれない．これに対
して，本リステイトメント 2 条のコメントe 67）は，
原告が具体的な代替設計を立証できなくても，製
造者の設計が社会的な有用が低いこと，及び代用
物の存在 68）を立証すれば，抽象的な代替設計のみ
で製造者の設計の欠陥が認定されることができる
と示している．
2 ．警告上の欠陥における欠陥判断基準
警告上の欠陥の場合，原告は「製造者が予見可
能なリスクを減少または回避するための合理的な
指示を表示しない」こと，かつ「その指示もしく
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は警告を施さなかったことが製品を合理的に安全
なものにしなかった」ことを証明しなければなら
ない．
この指示・警告は 2 つの役割に分けることがで
きる．すなわち，①消費と使用の過程におけるリ
スクを軽減するための指示・警告と，②消費者の
利用選択を支える指示・警告である．①は，事故
が起きないように使用者に対し，正しい使い方に
関する情報を伝えるものであるのに対し，②は，
使用者が製品を利用するまたは利用しない選択を
促すように，製品の危険性という情報を伝えると
いうものである． 69）そして，①における警告が必
要な製品は，操作方法を持つ日常品や道具や電気
製品であるに対し，②は，製品自体に特徴的な危
険性が潜んでいる製品（特に，薬品や化粧）に関
わるものである．
警告上の欠陥の判断には，設計上と同様，「リス
ク対有用性テスト」が採用された．つまり，原告
が主張する警告が原告に生じるリスクのみなら
ず，一般的なリスクを回避させる役割を持たなけ
ればならない．かつ，そのリスクは製造者の予見
可能性の範囲内のリスクである必要がある．した
がって，警告上の欠陥が訴訟で問題になる場合，
原告は「製造者が原告によって提案された代替警
告を表示すれば，原告が被害を回避できたはず，
または受けなかったはず」であることを主張する
ことになる．
ただし実際には，代替警告は，―代替設計と
異なり―ほぼ自動的に，従来の警告を是正する
役割になることに留意する必要がある．原告が従
来の設計を変更しようとするときには，製品自体
そのものが変えられることになるので，裁判所が
その流れから「リスク対有用性テスト」を慎重に
採用する傾向が考えられよう．これに対して，警
告上の場合，新しい警告を加えることによって生
じるリスクはあまり考えられにくい．むしろ，訴
訟になった事故を防止するために，追加警告が加
えられるのであれば，より安全な製品になること
は明らかである．更に，経済的な負担の側面から
見ても，新しい警告を含めるコストは，確実に設
計の変更より安い．したがって，警告上の欠陥が
認められる可能性は強い．また，設計上の欠陥が
認められない場合の受け皿として，警告上の欠陥
が用いられる可能性を指摘することができる． 70）
そもそも，製造者がどのような警告を表示すべ
きかどうかは，情報提供における注意義務と同様
である．そして，人間がある情報に対してどのよ
うに反応するか，どのくらい心に留めるかについ
て計算することは極めて困難である． 71）結局，合
理的人間基準に戻り，予想されるリスクとその結
果を回避するための行動基準が，警告上の欠陥の
判断基準の要因になる．第 3 次リステイトメント
2 条コメント i は，警告上の欠陥の判断要素とし
て警告の内容，予想される使用方法，警告の表現
など，様々な要因を挙げる．消費と使用の課程に
おけるリスクを軽減するための指示・警告の場
合，製造者の予見可能性は一般使用法から予想さ
れた誤使用まで及ぶ． 72）消費者の利用選択を支え
る指示・警告の場合，製造者によるその危険性の
認識，またその危険性を認識するように安全性の
研究や実験をしたかどうかは，警告上の判断基準
となる．
Ⅶ　分　　　析
このように，アメリカ製造物責任法は，第 3 次
不法行為法リステイトメントに結実するまで，紆
余曲折を繰り返してきたと言い得る．そこで以下
では，重複を恐れつつも，筆者なりに，アメリカ
製造物責任法理の経緯を世代に分けて分析を加え
たい．そして，各世代の特徴，判例傾向，問題が
生じる原因を分析したい．
1 ．前史（契約責任・過失責任の時代）
前述のとおり，不法行為上の過失責任が登場す
る前に英米の裁判所は，産業革命に伴う経済発展
を優先にし，当事者間の契約関係がないことを根
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拠として，容易な理由で被害者の請求を否定した．
当時の経済発展を支える役割は，確かに国家で
あった．国家に対する損害賠償は，請求の選択と
して考える余地があった．しかし，国家免責概念
は当時の原則であったため， 73）被害者は，私法の関
係に基づく選択肢の中で，契約責任上の保証責任
か，不法行為上の過失を選択せざるを得なかった．
保証責任は，製品を提供する製造者の過失を問
わずに被害者にとって利点がある．しかし，保証
責任は，原則として契約責任であり，当事者の合
意によって生じられない「事故」を処理するのに
必ずしも適切ではなかった．更に，製品流通の現
状から見ても，消費者と製造者との直接な契約関
係が観念しにくい．そこで，製造物責任法理は，
不法行為責任として扱うこととなったのである．
2 ．第 1 期（無過失責任の誕生）
1963年Greenman v. Yuba Power Products, Inc.判
決をきっかけとして，製造物責任事件における無
過失責任が不法行為上の請求でも認められるよう
になった．そして，Prosser教授をはじめ，アメリ
カ不法行為法の学者たちは，リスク分配，企業に
よる安全措置を促すインセンティブ，原告の立証
責任軽減という無過失責任を正当化させる根拠を
提示した．このように，製造物責任上の無過失責
任から，現代的な資本主義社会に要求された社会
的な背景に基づいて，伝統法理の適用から生じる
不都合を改正する公的政策を反映した．そして，製
造物責任事件における無過失責任が，多くの裁判
によって支持された．最終的に本法理は，第 2 次
不法行為法リステイトメント402A条に結実する．
本法理が発展される初期である60年代の間は，
原告に有利な判決を下す傾向があった．製造物責
任上の無過失責任法理は大変革新的であったが，
法理の改革を求めていた裁判所が無過失責任に
よって伝統的な法理のハードルを除外し，消費者
の救済を果たしたと考えられる． 74）さらに，アメ
リカ特有の事情も，当時のアメリカの裁判所が被
害者にとって有利な判決を下した要因といえよ
う．アメリカは，ドイツや日本などと異なり，全
国に及んだ大規模な薬害事件が起きなかったの
で，特定の製品（薬品）の被害を救済するため特
別法を制定する社会的な要求が浮上しなかっ
た． 75）安全性を取り締まる行政法の面からも，ア
メリカ合衆国連邦政府は，州内に起きた製品事故
の責任者である製造者を罰する資力・権限を持た
ない．確かに，アメリカにおいて製品の安全性に
関する行政規制があるが，その行政規制は結局被
害者による起訴を促す権限しか持たない． 76）その
ため，製造物責任法理は，もっぱらアメリカの裁
判所の裁量から生まれた法理だと言える．
ただし，この時代の間で起きた製造物責任事件
は，製造上の欠陥，いわゆる同類の製品と同じよ
うな品質を達さない欠陥，かつ機械不全（malfunc-
tion）のような欠陥を争う事件が中心となってい
た．そこで，アメリカの裁判所は，安全基準に達
している製品と事件となった製品を比較し，欠陥
の状態を明確に発見することができた．これは，
原告に有利な判決を下す要因になった．
3 ．第 2 期（無過失責任に対する懐疑心の発生）
第 1 期における製造物責任上の無過失責任の誕
生は，間違いなく消費者にとって利益となるもの
であった．しかし，本法理は，実務上で適用すれ
ばするほど，この困難性が露見するようになる．
なぜなら，製造物責任の判断基準は，簡単な言葉
に表しているが，その「簡単さ」は，果てしない
解釈を作り出し，逆効果を生み出してしまうから
である．この抽象的な要素をどのようにして法的
な規範に変換するかどうかは，正に本法理の本来
的な困難である．欠陥判断基準と定義について，
第 2 次リステイトメント402A条の「欠陥の状態」
と「不合理なほど危険」というまでもなく，当初
の製造物責任事件で頻繁に問われた「製品の安全
性の有無」は，あまりに抽象的な言葉で，製品の
種類によって統一的な意味を持たない．特にアメ
YANGIAM：アメリカ製造物責任法における「欠陥」概念の変遷 175
リカ法制度において，製品に欠陥があるかどうか
は，陪審員の判断に託されている．裁判所は，陪
審員に対し欠陥の意義と判断基準を説明した上，
陪審院は，説明された法律に合わせ，製品の合理
的な安全性の有無を判断しなければならない．一
般人である陪審員がこのような抽象的な言葉を判
断するのは，あまりにも理不尽なことだと言わざ
るを得ない．また，説明する裁判所側ですら，製
造物責任事件を判断する際，黙示的保証責任法理
と不法行為上の無過失責任を混同して引用したこ
ともあり，判断基準をより複雑にしてしまってい
る状況が生じた．これについてKeeton教授は，こ
の欠陥の判断基準の曖昧さが無駄な訴訟を促すこ
とになり，訴訟の時間を長期化させてしまうおそ
れあることを指摘する．更に，裁判所が適切に陪
審員に製造物責任事件を適切に説明できないとい
う問題は裁判所の組織と手続きにあるのではな
く，むしろ実体法の複雑さと曖昧さにあるとされ
ている． 77）
製品の「安全性の有無」という定義をより具体
化させるために，402A条は，「欠陥の状態」とい
う概念の他に，「不合理なほど危険」という概念を
用いて，製造者の責任の根拠を挙げる．そして，
両者は，「消費者の期待」という基準で認定され
る．しかし，製品の安全性が確定的な定義で意味
が付けられても，その定義を判断する消費者の基
準は，必ずしも客観的な基準ではない点に大きな
問題を含んでいた．
特に，402A条が制定された後，製品それ自体に
関係なく，企業が安全な設計・警告を採用しな
かった理由で設計上と警告上の欠陥の訴訟が増加
した．そのため，最初的に製造上の欠陥しか想定
されなかった，かつ「消費者の期待をおける不合
理なほど危険性」という抽象的な欠陥の判断基準
しかないため，402A条は，このような新しい訴訟
類型には相応しくなかった．
これについて，Wade教授は，「従来の設計の有
用性」と「原告に提案された代替設計」を比較す
る過程のために，過失における「リスク対有効性
テスト」を参考し，設計上・警告上の欠陥判断要
素を提供した．しかしながら，Wade教授自身は過
失責任的な要素の存在を認めても，前述した「ハ
イブリット・テスト」や「合理的な製造者テスト」
は，なお無過失責任という枠組みを維持した．当
時の判決においては，事実審理裁判所（trial 
court）が過失のみで陪審員に指示した理由で事
実審理裁判所の判決を破棄差戻とし，過失責任の
適用を強く排除する立場を示す判例がある 78）一
方，無過失責任の性質を持つ402A条の「消費者の
期待基準」という文言から判決を始めるのに，そ
の中身にある過失上のリスク対有用性基準を否定
しない判例 79）もあった．これらの判決には，アメ
リカの裁判所の強い戸惑いが如実に現れているよ
うに思われる．
いずれにせよ，無過失責任法理は，設計上と警
告上の欠陥の存在を明確に判断されていないにも
拘らず，裁判所が厳しく製造者の責任を認定する
ことに加え，異常な損害賠償を下した陪審員の判
断や，陪審員を説得しやすい地域で訴訟を起こし，
企業との和解を狙うアメリカ特有の事情，他の国
でも例を見ないほど製造物責任訴訟を増加させる
要因となった． 80）確かに，被害者が過失責任の立証
責任によって不利な立場に置かれる懸念は考えら
れるが，そもそも，過失責任上の合理的人間基準
は客観的な基準であり，注意義務違反で製造者に
対して厳しい責任を認定する余地が十分考えられ
る．結局，「無過失責任」という言葉は，設計上と
警告上の欠陥の訴訟において，厳しい責任を認定
するために陪審員に対する「響き」を与える役割
があったに過ぎなかったといえる． 81）
4 ．第 3 期（過失責任の復活）
第 2 期における欠陥判断基準の問題を鑑み，各
州の裁判所は，各地で402A条の適用を修正する動
きを始めた．更に，長い間製造物責任法訴訟と関
わらなかった連邦政府まで保険加入金の高騰と法
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の不安定性の懸念に基づき，アメリカ合衆国商務
省は，1979年に「連邦統一製造物責任法案」を発
表し，絶対責任に近いハイブリット・テストと合
理的な製造者テストを否定し，明確な欠陥の判断
基準を呼びかけた． 82）
本法案は，欠陥を類型化するものであった．設
計上の場合，原告に主張された代替設計から得ら
れる有用性は，従来の設計に基づいた負担を上回
ると「設計上不合理なほど危険な製品」として認
定することができる．そして，危険の蓋然性があ
るのに，適切な表示・警告がない製品は，「警告上
不合理なほど危険な製品」である． 83）こうして，行
政である連邦政府が各州の裁判所の適用に対する
懸念を示すのは，第 2 期における問題の深刻さを
表していると言える．
そして，連邦政府より各州に対する影響力が強
いアメリカ法律協会の方も，第 2 次リステイトメ
ントの修正案を発表した．この修正は，原告によ
る設計上・警告上の欠陥については過失責任上の
リスク対有用性テストを採用することである．こ
れに対し，当リステイトメントの欠陥定義と判断
基準は，設計上の欠陥と警告上の欠陥の場合，結
局それらの基準が過失責任と変わらないと批判さ
れている余地が考えられる．まして，本テストを
「過失責任」として問うかどうか州は裁判所の自
由な裁量である．第 3 次リステイトメントの起草
者らが当リステイトメントのリスク対有用性テス
トが過失責任であると訴えるとしても，当リステ
イトメントの条文自体が無過失責任と過失責任を
区別する立場をはっきり示さない． 84）第 2 期にお
ける問題を何も修正できないと問題視する向きも
ある．
しかし，設計上の欠陥と警告上の欠陥に対する
無過失責任の適用の限界を鑑み，これらの区別方
法は，言葉上の区別に過ぎないと評価することも
できる．過失責任と無過失責任の区別は，終わり
の見えない議論になる危険性がある．むしろ，当
リステイトメントが製造物責任法理自体における
欠陥判断基準をより具体化させる役割を強調すべ
きと考える．すなわち，設計上の欠陥の場合，当
リステイトメント 2 条における合理的な代替設計
の判断は，結局，かつてのWade教授の要素がより
一層具体化された姿だと言える．代替設計が原告
による主張の前提となり，次にその代替設計の中
身にはリスク対有用性テストに入れるロジックに
なっている．このようなロジックは，裁判官の判
断と陪審員に対する指導になり，適用のバラツキ
の状態を防止する役割になり，かつ製造物責任法
上の果てしない解釈を法的な規範に変換された適
切な形である．そして，2009年の時点で多くのア
メリカの裁判所は設計上のリスク対有用性テスト
を採用し，通説となっている 85）．
終わりにかえて―今後の議論の行方―
本稿は，アメリカにおける製造物責任法理の誕
生経緯と，その修正の歴史に関する分析を試みた．
アメリカの製造物責任法の変動は，公共政策と法
律との関連性の他，過失である不法行為の大原則
の意義がまだ失われていないことをよく反映して
いる．さらに，現在のアメリカの製造物責任法理
は，消費者保護法という従来的な性質があるが，
経済発展と公平なリスク分配もその性質の中で考
慮されている．つまり，現代の製造物責任法は，消
費者が健全な消費生活を送ることと，産業が社
会・経済にもたらす有用性を，バランスよく調整
する法理である．そして，筆者は本稿において，
「過失責任か無過失責任か」という責任根拠の問題
および「欠陥判断基準の内容」の問題という観点
から，アメリカの議論の現在の到達点を確認した
が，終わりに代えて，さらなる研究の発展可能性
（今後の課題）について，若干付言しておきたい．
1 ．警告上の欠陥の判断基準
現行の第 3 次不法行為法リステイトメントは，
警告上の判断基準について，製造者が「予見可能
なリスクを減少または回避することができた場合
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で，かつその指示もしくは警告を施さなかった」
時，警告上の欠陥を認定することができる．ただ
し，設計上の欠陥の場合，合理的な代替設計に
よってリスク対有用性を明確させる方法がある一
方，警告上の欠陥の方は「予見可能性」しか未だ
に明確な基準が存在していない．なぜなら，警告
は，人間の行動とリスクの情報を伝える手法と関
連性が強い．さらに，警告がどれだけ改良された
としても，人間による情報を収穫するのには限界
がある．アメリカの法学者と裁判所は，警告上の
欠陥における無過失責任の適用の限界を認め，過
失責任上のリスク対有用性テストを適用したとし
ても，必ずしも適切な判断にならない． 86）結局，法
律実務は，不法行為法理または法律学自体を超え
るノウハウを参考しなければならなくなる．その
ノウハウは，行政上の規制および製品を検証する
専門機関による基準にあるが，技術的な知識を持
たない裁判官が，このノウハウをどのように法的
な規範へと変換すべきかは今後の課題であろう．
人間の行動の関連性の他，警告上の欠陥の問題
をより複雑にさせる原因は，欠陥の多様性であ
る．正しい使い方を表示する警告，不明確な危険
を知らせる警告，リスクを表示する警告は，それ
ぞれ伝統的な表示内容であり，警告の有無は比較
的判断し易い．しかし，製造者が一応警告を表示
しても，その表示または警告の位置や優先すべき
情報などが争われる場合もある．その場合には，
警告が不足しているか否かの判断が必要となって
くる． 87）結局，警告上の欠陥の問題についての判
断は，情報の「伝える必要性」の問題の他，伝え
る「適切性」，「方法」，「場所」，「優先」等多面的
な問題になる．そのため，現在のアメリカ法は，
警告上の欠陥の問題について，警告の有無に限ら
ず，製品の宣言，外見，表示，警告，いわゆる製
品の表現（presentation）が問題となり，「マーケ
ティング上の欠陥」（marketing defect）として警
告上の欠陥の概念を拡大させている．
2 ．製造者の継続的な責任
販売した時点で予見可能性がない危険性まで，
製造業者に欠陥責任を負わせないのは，現在のア
メリカの製造物責任法理の通説である．ただし，
製造者または配給者は，例外的に販売後の責任が
認められることには留意する必要がある．
第 3 次不法行為法リステイトメントは，これに
ついて，10条「販売後の警告懈怠により惹起され
た被害に対する，製品の販売業者もしくは配給者
の責任」と11条「販売後の製品の回収懈怠により
惹起された被害に対する，製品の販売業者もしく
は配給者の責任」 88）（リコール責任）と定められて
いる．
特に，後者のリコール責任は，日系メーカーが
アメリカで直面している問題である． 89）このよう
な継続的な義務は，単純な無過失責任を適用しな
い本リステイトメントと消費者保護の思想のバラ
ンスをとる方法だと考えられる．そのため，現在
の製造物責任法理は，後処理の措置を設け，必ず
しも消費者に厳しい態度を示している訳ではな
い．ただし，製造者が自発的に，また新しい技術
に基づき改良された製品を開発した場合，従来の
製品が直ちに欠陥製品になるわけでもない．
企業による継続的責任の判断基準は，製造物責
任法のみならず，消費者保護法の分野でも興味深
い研究といえよう．
3 ．他国における製造物責任法理の行方及びア
メリカ法から得られる示唆
日本で1994年に制定された製造物責任法は，
1985年制定されたEC（欧州共同体）製造物責任指
令の影響を強く受けている．そして，本指令 6 条
によれば，アメリカにおける第 2 次リステイトメ
ント402Aと同様に，欠陥判断要素について「製品
の特徴」，「合理的に想定される使用方法」，「製品
が流通に置かれた時期」を考慮した上で，合理的
に期待する安全性を有していないときは欠陥が認
定されるものとしている．本指令 6 条における欠
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陥の判定基準は，消費者の期待基準であると明確
に定められており，また，その考慮事項は，第 2
次リステイトメント402A条の条文のコメントgと
コメント i がモデルとなっている．
しかし，欧州，そして，それを範として立法化
した日本の製造物責任ルールの方向性は，果たし
て妥当なのであろうか．この点に関し，欧州にお
ける現状については本稿では割愛せざるを得ない
が，日本における解釈論上の不統一感について
は，本稿の冒頭で示したとおりである．また，EC
指令や日本製造物責任法は，無過失責任が未だ主
流となっていた時代であり，かつ設計上と警告上
の欠陥の問題が想定されなかった時代のモデルで
ある402A条を参考とした点を問題視する向きが
アメリカの学説において見られることは興味深
い． 90）日本国内でも，そのような指摘に反応する
向きも見られる．欠陥の概念を「製造上の欠陥，
設計上の欠陥，警告上の欠陥」に類型化して分析
を試みる学説も存在する 91）し，また，類型ごとに
2 条 2 項の判断要素を整理する裁判例も存する．
これは，製造上の欠陥の場合，単純な無過失的な
判断が採用される一方，設計上と警告上の欠陥の
場合は，過失的な判断が採用されるという，アメ
リカの第 3 次不法行為法リステイトメントを参考
とした方法である．このような類型化・判断基準
の方向性こそが妥当性を有するのであろうか．さ
らに精緻に研究をする必要性を感じる．
他面，アメリカ法との異質性をも検討の対象と
すべきように思われる．大陸法系の国は，製品事
故を処理する制度として，損害賠償の訴訟ではな
く，行政の安全性規制で未然防止の仕組みが主流
を占めているとの分析もある． 92）製造物責任法が
大陸法国で制定されても，訴訟がいきなり損害を
処理する主流になるのは考えがたい．このような
違いを踏まえて，アメリカの製造物責任法理は，
他国の製造物責任法を比較上で，どのような示唆
を与えられるか，さらなる研究の必要性を感じる．
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